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【結 果 の 概 要】 
 

第１章 住宅・世帯の概況 

 

１１  総総住住宅宅数数とと総総世世帯帯数数  
 

■総住宅数は５３３，９００戸で、総世帯数を７３，０００戸上回る■ 

 

   平成２５年１０月１日現在における宮崎県の総住宅数は５３３，９００戸、総

世帯数は４６０，９００世帯で、総住宅数が総世帯数を７３，０００戸上回ってい

る。  

平成２０年と比べると、総世帯数が１３，６００世帯（３．０％）増加してい

るのに対して、総住宅数は２４，３００戸（４．８％）増加している。 

昭和３８年以前には、本県・全国とも総世帯数が総住宅数を上回っていたが、

昭和４３年に逆転し、その後も総住宅数は総世帯数の増加を上回る増加を続けて

いる。 
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２２  居居住住世世帯帯のの有有無無  

  
■空き家率は１３．９％で、平成２０年より１．６ポイント上昇■   

 

  総住宅数のうち居住世帯のある住宅（ふだん人が住んでいる住宅）は、                

４５８，２００戸で、全体の８５．８％（全国平均８５．９％）となっている。 

また、空き家は７４，２００戸で、平成２０年と比べると１１，３００戸 

（１８．０％）増加し、総住宅数に占める割合（空き家率）は１３．９％（全国平

均１３．５％）で、平成２０年（１２．３％）より１．６ポイント上昇している。 

 空き家の内訳についてみると、賃貸用が２７，５００戸（３７．１％）、売却用

が１，５００戸（２．０％）となっており、供給可能な住宅が４割近くを占めてい

る。 
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第２章 住宅の状況 

  

１１  住住宅宅のの建建てて方方  

  
■一戸建住宅の割合は７１．９％で、 

平成２０年より０．８ポイント上昇■ 

 

  住宅を建て方別にみると、一戸建住宅が３２９，６００戸で全体の７１．９％（全

国平均５４．９％）、長屋建が７，８００戸（１．７％ 全国平均２．５％）、共

同住宅が１１９，７００戸（２６．１％ 全国平均４２．４％）となっている。 

一戸建住宅の割合は年々低下していたが、平成２０年（７１．１％）と比べて 

０．８ポイント上昇している。 
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住宅の建て方別住宅割合（％） 住宅の建て方別住宅数（戸）
一戸建 長屋建 共同住宅 その他 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

昭和３８年 89.1 7.8 2.7 0.3 昭和３８年 240,000 213,900 18,700 6,500 750
昭和４３年 85.2 10.2 4.3 0.3 昭和４３年 265,420 226,190 27,160 11,340 720
昭和４８年 83.5 10.7 5.4 0.4 昭和４８年 293,600 245,100 31,300 16,000 1,200
昭和５３年 82.1 8.7 8.9 0.3 昭和５３年 329,900 271,000 28,700 29,300 1,000
昭和５８年 79.4 7.3 12.8 0.4 昭和５８年 357,400 283,900 26,100 45,900 1,500
昭和６３年 78.3 6.1 15.1 0.6 昭和６３年 374,400 293,000 22,800 56,400 2,200
平成　５年 76.0 4.0 19.4 0.6 平成　５年 397,500 302,000 16,000 77,300 2,200
平成１０年 74.8 3.1 21.6 0.5 平成１０年 422,400 315,800 13,000 91,400 2,300
平成１５年 72.7 2.7 24.3 0.2 平成１５年 435,300 316,600 11,900 105,800 1,000
平成２０年 71.1 2.2 26.5 0.2 平成２０年 443,800 315,400 9,800 117,500 1,100
平成２５年 71.9 1.7 26.1 0.2 平成２５年 458,200 329,600 7,800 119,700 1,100  
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２２  住住宅宅のの構構造造  

  
■木造住宅率は７１．４％で、平成２０年より０．３ポイント上昇■ 

    

住宅を構造別にみると、木造総数が３２７，３００戸で全体の７１．４％（全国 

平均５７．８％）、鉄骨・鉄筋、コンクリート造等の非木造が１３０，８００戸

で２８．５％（全国平均４２．２％）となっている。また、木造総数のうち、木

造（防火木造を除く）が１７５，８００戸、防火木造が１５１，５００戸となっ

ている。 

木造住宅の割合は年々低下傾向にあったが、平成２５年は平成２０年 

（７１．１％）と比べて０．３ポイント上昇している。 
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住宅の構造別住宅数（戸）

総数
鉄筋・鉄骨

コンクリート造
鉄骨造・
その他

240,000 232,600 7,200

（100.0％） （96.9％） （3.0％）

265,420 248,880 16,530 6,010 10,520

（100.0％） （93.8％） （6.2％） （2.3％） （4.0％）

293,600 263,000 30,500 12,500 18,000

（100.0％） （89.6％） （10.4％） （4.3％） （6.1％）

329,900 285,600 44,400 28,300 16,100

（100.0％） （86.6％） （13.5％） （8.6％） （4.9％）

357,400 293,100 64,300 49,200 15,100

（100.0％） （82.0％） （18.0％） （13.8％） （4.2％）

374,400 297,600 76,800 63,300 13,500

（100.0％） （79.5％） （20.5％） （16.9％） （3.6％）

397,500 303,800 93,600 80,000 13,600

（100.0％） （76.4％） （23.5％） （20.1％） （3.4％）

422,400 316,300 106,100 95,800 10,300

（100.0％） （74.9％） （25.1％） （22.7％） （2.4％）

435,300 318,100 117,200 100,400 16,800

（100.0％） （73.1％） （26.9％） （23.1％） （3.9％）

443,800 315,400 128,400 106,400 22,000

（100.0％） （71.1％） （28.9％） （24.0％） （5.0％）

458,200 327,300 130,800 107,900 22,900

（100.0％） （71.4％） （28.5％） （23.5％） （5.0％）

総　数
木造総数（防火
木造を含む）

非木造

昭和３８年

　　４３年

　　２０年

　　２５年

　　４８年

    ５３年

　　５８年

　　６３年

平成　５年

　　１０年

　　１５年

 

注１）防火木造 

        柱・はりなどの骨組みが木造で、屋根や外壁など延焼の恐れのある部分がモルタル、サイ 

ディングボード、トタンなどの防火性能を有する材料でできているもの。 

      注２）昭和３８年の「住宅・土地調査」においては、非木造の内訳は調査していない。 
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３３  住住宅宅のの建建築築のの時時期期  

  
■平成３年以降に建築された住宅が４割以上を占める■ 

 

   住宅を建築の時期別にみると、平成３年以降に建築された住宅が１９２，７００ 

戸で、建築時期不詳のものを除く全体の４３．６％（全国平均５０．３％）となっ 

ている。 

    また、建築の時期別に共同住宅の占める割合をみると、平成８年以降は３０％を

超えており、特に平成２４年は４３．５％と高くなっている。 

 

住宅の建築時期別住宅数及び共同住宅数

住宅総数（戸）共同住宅数(戸) 共同住宅割合(%)

住　宅　総　数 458,200 119,700 26.1
　　昭和25年以前 23,300 400 1.7
　　昭和26年～35年 12,300 400 3.3
　　昭和36年～45年 31,000 1,900 6.1
　　昭和46年～55年 82,500 15,200 18.4
　　昭和56年～平成２年 99,900 30,800 30.8
　　平成３年～７年 48,900 13,300 27.2
　　平成８年～12年 47,700 16,400 34.4
　　平成13年～17年 40,900 15,000 36.7
　　平成18年～20年 25,600 9,300 36.3
　　平成21年 6,400 2,000 31.3
　　平成22年 6,100 2,200 36.1
　　平成23年 6,400 2,100 32.8
　　平成24年 6,200 2,700 43.5
　　平成25年１月～９月 4,500 1,600 35.6
　　不　詳 16,300 6,400 39.3  
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４４  住住宅宅のの所所有有のの関関係係  

  
■持ち家住宅率は６７．４％で、平成２０年より１．４ポイント上昇■ 

 

   住宅を所有関係別にみると、持ち家は３０９，０００戸で、住宅全体に占める割

合（持ち家住宅率）は６７．４％（全国平均６１．７％）となっている。持ち家住

宅率は年々低下傾向にあったが、平成２５年は平成２０年（６６．０％）と比べて

１．４ポイント上昇している。 

     また、借家は１４４，７００戸で、住宅全体に占める割合は３１．６％となっ 

ている。  
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総　数 持ち家 公営の借家
都市再生機構・

公社の借家
民営借家 給与住宅

240,000 188,000 31,900 12,000

（100.0％） （78.3％） （13.3％） （5.0％）

265,420 196,820 43,220 12,010

（100.0％） （74.2％） （16.3％） （4.5％）

293,600 211,800 50,600 13,700

（100.0％） （72.1％） （17.2％） （4.7％）

329,900 235,400 22,500 1,100 57,200 13,600

（100.0％） （71.4％） （6.8％） （0.3％） （17.3％） （4.1％）

357,400 249,200 25,800 700 66,600 15,000

（100.0％） （69.7％） （7.2％） （0.2％） （18.6％） （4.2％）

374,400 260,600 30,400 200 70,500 11,900

（100.0％） （69.6％） （8.1％） （0.1％） （18.8％） （3.2％）

397,500 274,000 29,600 － 77,700 14,700

（100.0％） （68.9％） （7.4％） － （19.5％） （3.7％）

422,400 288,300 28,500 － 92,400 10,600

（100.0％） （68.3％） （6.7％） － （21.9％） （2.5％）

435,300 292,100 30,300 800 99,800 10,700

（100.0％） （67.1％） （7.0％） （0.2％） （22.9％） （2.5％）

443,800 292,900 27,900 700 107,400 9,500

（100.0％） （66.0％） （6.3％） （0.2％） （24.2％） （2.1％）

458,200 309,000 22,700 500 113,700 7,800

（100.0％） （67.4％） （5.0％） （0.1％） （24.8％） （1.7％）

※昭和４８年、４３年、３８年については、公営の借家及び都市再生機構・公社の借家が統合されている。

住宅の所有関係別数及び割合（戸）

昭和３８年

昭和４３年

昭和４８年

昭和５３年

昭和５８年

昭和６３年

平成　５年

平成１０年

平成１５年

平成２０年

平成２５年

8,300

（3.5％）

13,370

（5.0％）

17,500

（6.0％）
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■３９歳以下の若い世代での持ち家率が上昇■ 

 

   家計を主に支える者の年齢階級別にみると、平成２０年と比べ、４０歳以上の世

帯では持ち家率がわずかに低下しているのに対し、２５歳未満の世帯では７．２ポ

イント、２５歳から２９歳までの世帯では２．６ポイント、３０歳から３９歳まで

の世帯では４．３ポイント上昇しており、若い世代での持ち家率の上昇が見られる。 

  

家計を主に支える者の年齢階級別持ち家割合（％）

昭和５８年 昭和６３年 平成５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２５年
２５歳未満 13.6 7.8 4.1 2.2 1.9 1.5 8.7

２５～２９歳 28.1 20.0 15.7 13.0 9.4 7.6 10.2
３０～３９歳 52.6 51.7 46.8 40.8 32.3 30.6 34.9
４０～４９歳 75.6 72.3 70.3 70.0 64.4 58.2 56.3
５０～５９歳 85.5 84.0 82.0 78.8 77.7 73.6 73.1
６０歳以上 87.7 88.4 88.9 88.1 86.9 86.2 84.8  
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５５  専専用用住住宅宅（（居居住住専専用用にに建建築築さされれたた住住宅宅））のの規規模模  
  

■専用住宅の１住宅当たり延べ面積は、９６．８１㎡に増加■ 

 

  専用住宅の規模をみると、平成２５年の１住宅当たりの居住室数は４．６７室、

居住室の畳数は３０．９０畳、延べ面積は９６．８１㎡となっている。 

延べ面積の推移を持ち家と借家についてみてみると、持ち家の方の増加幅が大き

くなっている。 

また、持ち家の１住宅当たりの延べ面積は、１１８．４㎡となっているのに対し、

借家では５１．８㎡と半分以下になっている。この持ち家・借家間の規模の格差は

従来からみられるものである。 

専用住宅の規模の推移

１住宅当た
り居住室数

（室）

１住宅当
たり畳数
（畳）

１住宅当た
り延べ面積

（㎡）

昭和３８年 3.22 17.31 55.03

昭和４３年 3.51 18.87 60.82

昭和４８年 3.86 20.44 65.68

昭和５３年 4.31 23.69 73.19

昭和５８年 4.57 25.47 79.71

昭和６３年 4.70 27.39 84.00

平成　５年 4.74 28.51 87.59

平成１０年 4.75 29.22 91.69

平成１５年 4.73 30.26 93.61

平成２０年 4.67 30.25 93.96

平成２５年 4.67 30.90 96.81

 

55.0 
60.8 

65.7 
73.2 

79.7 
84.0 87.6 

91.7 93.6 94.0 96.8 

61.0 

68.9 
75.4 

85.3 
94.0 

99.8 
105.1 

111.3 
114.8 116.3 118.4 

37.9 39.6 42.9 
44.8 48.7 49.8 50.3 50.6 51.6 50.4 51.8 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

昭和３８年 昭和４３年 昭和４８年 昭和５３年 昭和５８年 昭和６３年 平成 ５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２５年

専用住宅の１住宅当たりの延べ面積の推移（㎡）－持ち家と借家

総数

持ち家

借家
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６６  １１住住宅宅当当たたりり敷敷地地面面積積  

  
■持ち家の敷地面積は借家の２倍以上■ 

 

  一戸建、長屋建住宅の１住宅当たり敷地面積は３３９㎡で、平成２０年と比べる

と、１㎡減少した。 

  一戸建、長屋建の住宅について、住宅の所有の関係別に敷地面積別住宅数をみる

と、持ち家では、敷地面積２００㎡以上の世帯が６８．７％を占めているのに対し、

借家では２０．３％にすぎない。 

 

226 

259 

278 
302 

312 305 312 

345 350 340 339 

200

250

300

350

400

昭和３８年 昭和４３年 昭和４８年 昭和５３年 昭和５８年 昭和６３年 平成５年 平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２５年

１住宅当たりの敷地面積（㎡）

 
注）昭和３８年は市部のみの数値である。 

 

一戸建と長屋建の敷地面積（戸）

持ち家 借家

総                     数 337,400 296,600 38,900

　　　 49  ㎡　　以　　下 5,100 900 4,200

　　　 50   ～       74㎡ 10,900 4,300 6,600

　　　 75　 ～ 　　　99 17,800 11,100 6,700

　　　100　 ～ 　　 149 37,000 28,600 8,400

　　　150　 ～　 　 199 53,100 48,000 5,100

　　　200　 ～　 　 299 80,600 76,400 4,200

　　　300　 ～　 　 499 76,900 74,200 2,700

　　　500 　～　 　 699 24,600 24,100 500

　　　700　 ～　　　999 18,200 17,800 400

　　1,000　 ～　　1,499 7,600 7,600 100

　　1,500  ㎡　　以　　上 3,600 3,600 0

　１住宅当たり敷地面積(㎡) 339 364 149

　注）総数には、住宅の所有の関係「不詳」を含む。

総　数
所有関係
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７７  高高齢齢者者等等ののたためめのの設設備備ののああるる住住宅宅のの状状況況  

  

■平成３年以降に建築された住宅は、 

高齢者等に配慮した設備のある割合が高い■ 

  

  高齢者等のための設備がある住宅は２１９，４００戸（４７．９％、全国平均 

５０．９％）となっており、平成２０年より２２，４００戸、１１．４％増加して

いる。 

設備の内訳をみると、手すりがある住宅が３５．６％、またぎやすい高さの浴槽

のある住宅が１８．８％、廊下等が車椅子で通行が可能な住宅が１６．３％、段差

のない屋内の住宅が１９．８％となっている。 

建築の時期別にみると、平成３年以降に建築された住宅では高齢者等のための設

備がある住宅の割合が高くなっている。 
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建築の時期別にみた高齢者等のための設備がある住宅割合（％）

手すりがある またぎやすい高さの浴槽 廊下などが車椅子で通行可能 段差のない屋内
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８８  省省エエネネルルギギーー設設備備のの状状況況 

 

■太陽熱を利用した温水機器等がある住宅は、２０．７％に減少、 

太陽熱を利用した発電機器がある住宅は６．７％に増加■ 

 

   省エネルギー設備等のある住宅についてみてみると、太陽熱を利用した温水機器

等がある住宅は９４，７００戸で、住宅全体に占める割合は２０．７％となってお

り、平成２０年（１１９，６００戸、２６．９％）と比較して６．２ポイント低下

している。 

   太陽光を利用した発電機器のある住宅は３０，６００戸（６．７％）と、平成 

２０年（１２，１００戸、２．７％）より２．５倍以上増加している。 

二重サッシまたは複層ガラスの窓がすべての窓にある住宅は２６，６００戸 

（５．８％）、一部の窓にある住宅は３２，２００戸（７．０％）となっている。 

あ　り な　し あ　り な　し
すべての
窓にあり

一部の
窓にあり

な　し

 435,300  141,200  292,400  7,000  426,600  10,700  21,800  401,100

(100.0) (32.4) (67.2) (1.6) (98.0) (2.5) (5.0) (92.1)

 443,800  119,600  318,800  12,100  426,300  17,500  23,800  397,100

(100.0) (26.9) (71.8) (2.7) (96.1) (3.9) (5.4) (89.5)

 458,200  94,700  359,100  30,600  423,100  26,600  32,200  395,000

(100.0) (20.7) (78.4) (6.7) (92.3) (5.8) (7.0) (86.2)
平成２５年

総　数

省エネルギー設備等の状況（戸、％）

省エネルギー設備等

太陽熱を利用した
温水機器等

太陽光を利用した
発電機器

二重サッシ
又は複層ガラスの窓

平成１５年

平成２０年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 12 - 

 

９９  借借家家のの家家賃賃・・間間代代 

 

■１畳当たり家賃が高い非木造の民営借家■ 

 

   専用住宅の借家１４３，３００戸の１畳当たりの家賃は１，９９３円となってお

り、平成２０年（１，９３６円）と比較すると５７円高くなっている。 

   住宅の所有の関係別にみると、非木造の民営借家が２，７１９円と最も高くなっ

ている。 

平成１５年 1,812 866 2,060 1,671 2,735 855

平成２０年 1,936 915 2,019 1,754 2,768 1,012

平成２５年 1,993 915 2,080 1,722 2,719 1,082

総　数 公営の借家
民営借家
(木造)

民営借家
(非木造)

給与住宅

専用住宅の借家１畳当たりの家賃・間代（円）

都市再生
機構(UR)・
公社の借家

　注）共益費・管理費は含まない。
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第３章 居住面積水準の状況 

 

１１  最最低低居居住住面面積積水水準準  
 

■最低居住面積水準を満たす世帯の割合は、９４．８％■ 

 

    最低居住面積水準は、世帯人数に応じた健康で文化的な住生活を営む基礎とし

て必要不可欠な住宅の面積に関する水準として設定されている。 

平成２５年における最低居住面積水準以上の世帯の割合は、９４．８％となっ

ている。住宅の所有関係別にみると、借家における最低居住面積水準以上の世帯

の割合は８７．８％で、持ち家の９９．４％を１１．６ポイント下回っている。 

 

 

２２  誘誘導導居居住住面面積積水水準準  
 

■誘導居住面積水準以上の世帯は６割を超える■ 

 

   誘導居住面積水準は、世帯人数に応じた豊かな住生活の実現の前提として、多様

なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積の水準として設

けられ、都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した「都市居住型」

と、都市の郊外及び都市以外の一般地域における戸建住宅居住を想定した「一般型」

の二つの水準が設定されている。 

   この調査では、都市居住型誘導居住面積水準を満たす共同住宅に住む世帯と、一

般型誘導居住面積水準を満たす共同住宅以外に住む世帯の合計をもって、誘導居住

面積水準を満たす世帯としている。 

   平成２５年における誘導居住面積水準以上の世帯の割合は６２．５％となってい 

る。住宅の所有関係別にみると、借家における誘導居住面積水準以上の世帯の割

合は３２．９％で、持ち家の７７．２％を４４．３ポイント下回っている。 
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住宅の所有関係別最低居住面積水準及び誘導居住面積水準の状況（戸、％）

水準以上の
世帯

 水準未満
の世帯

水準以上の
世帯

水準未満の
世帯

   総      数　 458,200 434,500 19,300 286,200 167,500

(94.8) (4.2) (62.5) (36.6)

    持 ち 家   309,000 307,300 1,700 238,700 70,400

(99.4) (0.6) (77.2) (22.8)

    借    家   144,700 127,100 17,600 47,600 97,100

(87.8) (12.2) (32.9) (67.1)

22,700 21,200 1,500 9,500 13,300

(93.4) (6.6) (41.9) (58.6)

　　　都市再生機構・ 500 400 100 300 200

　　　公社の借家 (80.0) (20.0) (60.0) (40.0)

38,100 35,300 2,800 13,200 24,900

(92.7) (7.3) (34.6) (65.4)

75,600 63,100 12,500 21,300 54,200

(83.5) (16.5) (28.2) (71.7)

7,800 7,200 600 3,300 4,500

(92.3) (7.7) (42.3) (57.7)

注）総数には、最低及び誘導居住面積水準による必要面積が不詳のものを含む。

      給与住宅

　　　民営借家（非木造）

総　　数

最低居住面積水準  誘導居住面積水準 

      公営の借家   

　　　民営借家（木造）
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第４章 高齢者の居住状況 

 

１１  高高齢齢者者世世帯帯のの割割合合  
 

■高齢者のいる主世帯は、４３．８％■ 

 

    ６５歳以上の高齢者のいる主世帯をみると、平成２０年には１８５，０００世

帯であったが、平成２５年には２００，９００世帯となり、主世帯全体の４３．８％

を占めている。 

   また、このうち高齢者単身世帯は５８，８００世帯で２９．３％、夫６５歳以上、

妻６０歳以上の高齢夫婦世帯は６２，８００世帯で３１．３％となっている。 

97,500 110,700 130,500 
155,200 172,500 185,000 200,900 
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56.3 51.3 47.0 43.7 41.7 41.5 39.5
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その他の高齢者主世帯 高齢夫婦主世帯 高齢単身主世帯
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２２  住住宅宅のの所所有有関関係係  
 

■高齢者のいる主世帯は、８７．６％が持ち家に居住■ 

 

    高齢者のいる主世帯について住宅の所有の関係別割合をみると、持ち家が 

  １７５，９００戸で８７．６％、借家が２４，９００戸で１２．４％となっており、

主世帯全体の割合（それぞれ６７．４％、３１．６％）に比べて持ち家の割合が高

くなっている。 

   高齢者単身主世帯及び高齢夫婦主世帯では、持ち家の割合がそれぞれ７６．０％、 

  ９３．２％となっている。 

 

高齢者のいる主世帯の住宅の所有関係（戸、％）

総数 公営の借家
民営の借家
（木造）

民営の借家
（非木造）

給与住宅

458,200 309,000 144,700 22,700 38,100 75,600 7,800
(100.0) (67.4) (31.6) (5.0) (8.3) (16.5) (1.7)

200,900 175,900 24,900 6,800 9,700 8,100 300
(100.0) (87.6) (12.4) (3.4) (4.8) (4.0) (0.1)
58,800 44,700 14,100 3,600 4,900 5,400 100
(100.0) (76.0) (24.0) (6.1) (8.3) (9.2) (0.2)
62,800 58,500 4,300 1,200 1,900 1,200 100
(100.0) (93.2) (6.8) (1.9) (3.0) (1.9) (0.2)

持ち家

主世帯全体

借家

高齢者のいる主世帯

総数

高齢単身主世帯

高齢夫婦主世帯
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３３  高高齢齢者者世世帯帯ののババリリアアフフリリーー状状況況  
 

■高齢者のいる主世帯のうち、 

高齢者等のための設備がある割合は５６．６％■ 

 

   高齢者のいる主世帯について高齢者等のための設備の有無をみると、設備がある住

宅は１１３，７００戸（５６．６％、全国平均６２．６％）となっており、平成２０

年より１４，１００戸、１４．２％増加している。 

設備の内訳をみると、手すりがある住宅は８９，９００戸（４４．７％）、またぎ

やすい高さの浴槽がある住宅は４７，５００戸（２３．６％）、廊下等が車いすで通

行が可能な住宅は３９，６００戸（１９．７％）、段差のない屋内の住宅は 

３５，８００戸（１７．８％）となっており、主世帯全体の割合（それぞれ４７．９％、 

３５．６％、１８．８％、１６．３％、１９．８％）と比べて、段差のない屋内以外

は高くなっている。 
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４４  居居住住面面積積水水準準のの状状況況  
 

■高齢者のいる主世帯は誘導居住面積水準以上の割合が高い■ 

 

   高齢者のいる主世帯のうち、誘導居住面積水準以上の世帯は１５１，４００戸 

（７５．４％）となっており、主世帯全体での割合（６２．５％）に比べて高くなっ

ている。 

住宅の所有関係別高齢者のいる主世帯の誘導居住面積水準（戸、％）

水準以上の世帯 水準未満の世帯 水準以上の世帯 水準未満の世帯 水準以上の世帯 水準未満の世帯 水準以上の世帯 水準未満の世帯

151,400 49,400 48,400 10,400 53,500 9,300 286,200 167,500

(75.4) (24.6) (82.3) (17.7) (85.2) (14.8) (62.5) (36.6)

140,900 35,000 41,600 3,100 51,400 7,100 238,700 70,400

(80.1) (19.9) (93.1) (6.9) (87.9) (12.1) (77.2) (22.8)

10,500 14,400 6,800 7,300 2,100 2,200 47,600 97,100

(42.2) (57.8) (48.2) (51.8) (48.8) (51.2) (32.9) (67.1)

3,800 3,000 2,500 1,100 700 500 9,500 13,300

(55.9) (44.1) (69.4) (30.6) (58.3) (41.7) (41.9) (58.6)

3,600 6,000 2,200 2,800 800 1,100 13,200 24,900

(37.1) (61.9) (44.9) (57.1) (42.1) (57.9) (34.6) (65.4)

2,800 5,300 1,900 3,400 600 600 21,300 54,200

(34.6) (65.4) (35.2) (63.0) (50.0) (50.0) (28.2) (71.7)
注）総数には、住宅の所有関係が不詳のものを含む

　　民営の借家（木造）

総数

  持ち家

  借家

　　公営の借家

　　民営の借家（非木造）

主世帯総数高齢者のいる主世帯
住宅の所有関係

高齢単身主世帯 高齢夫婦主世帯
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第５章 住宅・土地所有の概況 

 

この章で述べる世帯の住宅及び土地は、その世帯の世帯員（世帯主を含む）が所有名義人となってい

る住宅及び土地をいう。したがって、第２章における持ち家数とは異なる。 

 

１１  住住宅宅・・土土地地のの所所有有状状況況 

 

■現住居以外の住宅を所有している世帯は７．４％、 

現住居の敷地以外の土地を所有している世帯は２２．５％■ 

 

世帯における住宅と土地の所有状況をみると、住宅を所有する世帯が     

２７７，０００世帯、土地を所有する世帯が２７６，０００世帯となっており、そ

れぞれ普通世帯（４５８，０００世帯）の６０．５％、６０．３％となっている。 

住宅を所有する世帯のうち現住居を所有するのは２７１，０００世帯で、普通世

帯の５９．２％、現住居以外の住宅を所有するのは３４，０００世帯で普通世帯の 

７．４％である。 

また、土地を所有する世帯のうち、現住居の敷地を所有するのは       

２６６，０００世帯、現住居の敷地以外の土地を所有するのは１０３，０００世帯

で、それぞれ普通世帯の５８．１％、２２．５％となっている。 

住宅・土地の所有状況別普通世帯数

総数
2)

現住居を
所有して
いる世帯

現住居以
外の住宅
を所有し
ている世
帯

総数
2)

現住居の
敷地を所
有してい
る世帯

現住居の
敷地以外
の土地を
所有して
いる世帯

実数（世帯） 458,000 277,000 271,000 34,000 276,000 266,000 103,000

割合（％） 100.0 60.5 59.2 7.4 60.3 58.1 22.5

1)現住居の敷地の所有関係不詳を含む。

2)複数回答であるため、内訳の合計とは必ずしも一致しない。

住宅を所有している世帯 土地を所有している世帯世帯総数
1)
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総
数

現
住
居

現
住
居

以
外
の
住
宅

総
数

現
住
居
の

敷
地

現
住
居
の
敷
地

以
外
の
土
地

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

世帯における住宅と土地の所有率（％）

住宅を所有する世帯 土地を所有する世帯
 

 

２２  世世帯帯がが所所有有すするる現現住住居居以以外外のの住住宅宅 

 

■現住居以外の住宅は８５，０００戸■ 

 

   普通世帯が現住居以外に所有する住宅総数は、８５，０００戸となっている。 

これらの住宅の主な用途（何に使われているか）をみると、貸家用が     

５９，０００戸と最も多く、現住居以外の住宅数の６９．４％を占めている。次

いで、親族居住用が１７，０００戸で２２．０％、売却用や取り壊すことになっ

ている住宅である、その他が７，０００戸で８．２％、二次的住宅・別荘用が 

２，０００戸で２．４％となっている。 

20.0 2.4 69.4 8.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

普通世帯が現住居以外に所有する住宅の用途別割合（％）

親族居住用 二次的住宅・別荘用 貸家用 その他
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３３  世世帯帯がが所所有有すするる現現住住居居のの敷敷地地以以外外のの宅宅地地ななどどのの利利用用状状況況  

 

■現住居の敷地以外に所有する宅地は７７，０００件■ 

 

 普通世帯が現住居の敷地以外に所有する宅地などの７７，０００件について利用現況

割合をみてみると、居住用建物、事業用建物及びその他の建物の敷地としての利用をあ

わせた、主に建物の敷地として利用が４２，０００件で５４．５％を占めている。 

 この他、屋外駐車場、スポーツ・レジャー用地などの主に建物の敷地以外に利用が 

８，０００件で１０．４％、空き家や原野などの利用していないが１４，０００件で 

１８．２％となっている。 

54.5 10.4 18.2 16.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現住居の敷地以外に所有する宅地などの利用現況割合（％）

主に建物の敷地として利用 主に建物の敷地以外に利用

利用していない（空き地・原野など） 不詳

 


